
山口市の台所事情 
（令和元年度版） 
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① 山口市の決算を「家計」に例えると．．． 

《１年間の収入と支出は？》 

平成 30 年度の山口市の普通会計決算額をやまぐち家の家計に例えてみると・・・ 

 

【歳入】 【収入】

　市税 268億2,207万円 … 　給料 268万2千円

　地方譲与税・交付金 51億8,515万円 … 　パート収入 51万9千円

　使用料・手数料等 37億9,026万円 … 　家賃収入 37万9千円

　地方交付税、臨時財政
　対策債、国・県支出金等

340億4,057万円 … 　親からの支援 340万4千円

　財産収入 2億7,097万円 … 　資産の売却収入 2万7千円

　繰越金 6億9,897万円 …
　前年度に財布に
　残ったお金

7万円

　市債 83億1,810万円 …
　銀行からの借入れ
　（ローン）

83万2千円

　基金繰入金 14億6,375万円 … 　貯金取崩し 14万6千円

合計　 805億8,984万円 合計　 805万9千円

【歳出】 【支出】

　人件費 136億3,356万円 … 　食費・税金・社会保険料 136万4千円

　扶助費 157億8,033万円 … 　医療費・養育費 157万8千円

　物件費 107億4,318万円 … 　光熱水費・電話代等 107万4千円

　繰出金 69億8,032万円 … 　子どもへの仕送り 69万8千円

　補助費等 84億6,710万円 … 　町内会費、会合の会費 84万7千円

　公債費 95億6,244万円 … 　ローンの返済 95万6千円

　普通建設事業費、災害
　復旧費、維持補修費

139億8,087万円 …
　住宅リフォーム、
　車・大型家電購入等

139万8千円

　積立金 2億4,105万円 … 　貯金 2万4千円

合計　 793億8,885万円 合計　 793万9千円

山口市決算 やまぐち家の年間収支

 

 

 

 

 

 

 

（やまぐち家の家族構成）  
サラリーマンのお父さん  
パート勤めのお母さん  
３人の子ども 

※資料中、下線    のある用語は、最終ページに説明を記載しています。 
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《やまぐち家の収入・支出の内訳は？》 

やまぐち家の収入の主な内訳を見ると、「親からの支援（42.2%）」と「給料

（33.3%）」で全体の 75.5％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やまぐち家の支出の主な内訳を見ると、「食費・税金・社会保険料（17.2％）」

や「医療費・養育費（19.9％）」、「光熱水費・電話代等（13.5％）」といった生活

費が 401 万 6 千円（50.6％）で約半分を占めています。 
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《やまぐち家の資産と債務》 

○資産 

本市が所有している土地や建物、構築物など、長期間にわたって行政サービス

を提供するために使用される資産（有形固定資産）は、約 2,080 億円あります。

これをやまぐち家に置き換えると、自宅や借家などの資産が合わせて 2,080 万

円あることになります。 

また、財政調整基金や減債基金などの特定の目的のために積み立てている基金

の残高は約 268 億円です。これをやまぐち家に置き換えると、268 万円を貯金

していることになります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○債務 

道路整備や学校施設の増改築などの際に借り入れている市債の残高は、   

約 1,048 億円あります。これを山口家に置き換えると 1,048 万円の借入残高

があることになります。 

ただし、市債については、地方交付税措置（地方交付税の算定において、市債

返済金の一部の財源を国が保障する仕組み）があるものもあるため、これを除く

実質的な市債残高は約 283 億円となります。 

これを山口家に置き換えると 283 万円となります。 

このほか、将来にわたる支払義務を約束するため、あらかじめ後年度の債務を

明らかにする債務負担行為を行っており、その合計額は 224 億円あります。こ

れを山口家に置き換えると 224 万円となります。 

 

山口市決算 やまぐち家

1,048億円 1,048万円

実質的な残高 　283億円 　283万円

　224億円 　224万円

　借入残高（市債残高）

　将来にわたる債務
　（債務負担行為）

山口市決算 やまぐち家

2,080億円 　2,080万円

268億円 　268万円

　資産
　（有形固定資産）

　貯金
　（基金残高）
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② 基金（貯金）の状況は？ 

基金残高は、平成 17 年（１市４町合併時）から平成 21 年度まで減少傾向にあり

ましたが、行財政改革を進め積極的に積み立ててきた結果、平成 30 年度末残高は、

268 億円になりました。 

今後は本市の未来を創造するための投資をさらに加速化するため、将来に備えて積

み立ててきた基金を積極的かつ計画的に取り崩していくこととしています。 

 

○基金（貯金）残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○主な基金（貯金）の残高 

 

 

 

基　金　区　分
平成30年度

末残高
平成29年度

末残高
前年度からの

増減

　　財政調整基金 59億6,552万円 55億7,470万円 ＋3億9,082万円

　　減債基金 58億1,570万円 67億1,829万円 △9億　259万円

　　地域振興基金 19億5,849万円 20億8,052万円 △1億2,203万円

　　職員退職手当基金 16億8,075万円 16億8,033万円 ＋42万円

　　庁舎建設基金 50億3,047万円 50億2,997万円 ＋50万円

　　こども基金 9億　507万円 9億　491万円 ＋16万円

　　合併特例基金 40億　601万円 40億　501万円 ＋100万円

　　その他の基金（長寿社会対策基金など） 14億7,673万円 16億7,750万円 △2億　 77万円

合　計 268億3,874万円 276億7,123万円 △8億3,249万円
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③ 市債（借入金）の状況は？ 

市債は学校や道路、公園などの建設工事を行うための借金であり、国の赤字国債の

ように収支不足を補うものではありません。 

多額の借入金を抱えることは、将来の財政運営に大きな影響を及ぼしますので、後

年度の負担に配慮しながら、地方交付税措置の多い有利な市債を活用することにより、

実質的に本市が負担する額を抑制していくとともに、市債の償還期間や元金償還開始

までの据置期間を圧縮することなどによって、利子負担額の軽減に取り組んでいます。 

 

○市債（借入金）残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市民一人あたりの市債（借入金）残高（１市４町合併時との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

※市民一人あたりの市債残高は増加していますが、合併特例債や過疎対策事業債などの

地方交付税措置の多い有利な市債を活用したことで、実質的な負担額は減少していま

す。 

山口市
全体

市民
一人あたり

山口市
全体

市民
一人あたり

市　債　残　高 1,015億3,575万円 51万6千円 ・・・ 1,047億7,052万円 54万8千円

実質的な負担額 460億3,609万円 23万4千円 ・・・ 282億9,034万円 14万8千円

平成17年度末 平成30年度末
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④ 山口市の財政は健全なの？ 

山口市の財政は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」で定められている 

５つの指標について、いずれも国の定める基準を下回っており、財政の健全性が保 

たれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実
質
赤
字
比
率

財政規模に対する一般会計等の赤字の割合です。

山口市の一般会計等は、一般会計のほか、地域下水道特別会計、

特別林野特別会計の合計です。

この比率が大きいほど財政運営は厳しい状態です。

山口市…収支決算は黒字（約７億円）です。

早期健全化基準 11.32%
財政再生基準 20.00%

－ 赤字額は
ありません。

連
結
実
質
赤
字
比

財政規模に対する全会計の赤字の割合です。
全会計とは、一般会計等や水道事業、下水道事業など全事業の

合計です。
この比率が大きいほど財政運営は厳しい状態です。

山口市…収支決算は黒字（約５４億円）です。

早期健全化基準 16.32%
財政再生基準 30.00%

－ 赤字額は
ありません。

実
質
公
債
費
比
率

財政規模に対する1年間で支払った借入金返済額などの割合で、
３ヵ年の平均で比率を算出します。
この比率が大きいほど資金繰りが厳しい状態です。

山口市…比率の数値は良好です。

早期健全化基準 25.0%
財政再生基準 35.0%

４．7%

将
来
負
担
比
率

財政規模に対する将来市が支払う借入金返済額などの
割合です。

この比率が大きいほど将来の市の財政を圧迫することが
見込まれます。

山口市…比率の数値は良好です。

早期健全化基準 350.0%

２3．５%

資
金
不
足
比
率

事業収入を基に、独立採算を原則として経営する※公営企業に
ついて、資金不足額と収益とを比較して指標化したものです。

山口市…資金不足はありません。

経営健全化基準 20.00%

－ 資金不足は
ありません。

※公営企業･･･水道事業、公共下水道事業、農業集落排水事業、

漁業集落排水事業、 国民宿舎事業、簡易水道事業、

鋳銭司第二団地整備事業をいいます。

健全化判断比率

資金不足比率

12.7% 11.5%
11.0% 9.9% 8.9% 7.2% 5.7% 4.8% 4.4% 4.7%
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72.2%
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48.0% 47.1%
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将来負担比率

実質公債費比率

※県内市町平均：7.2％

※県内市町平均：41.6％
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⑤ 山口市の将来の見通しは？ 

山口市では、平成３０年３月に新しい「財政運営健全化計画（平成３０～令和４年

度）」を策定し、その中で、現況や過去の実績等を基礎とし、財政の健全化に向けた

取組を反映して作成した「中期財政計画」と「計画期間後の財政見通し」を示してい

ます。 

これらについては、毎年度の予算編成において見直しを行うほか、社会経済情勢や

諸条件に大きな変動があった場合には、必要に応じて見直すこととしています。 

令和６年度までの歳入・歳出や収支の見通しは次のとおりとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併支援措置である地方交付税の合併算定替が平成２７年度から段階的に減少し、

令和２年度をもって終了することや、少子・高齢化の進展等による、社会保障関係経

費やこれまで行った施設整備に係る公債費などの増加が見込まれることから、令和３

年度以降の収支はマイナスとなる見込みです。 

こうした状況の中で、「第二次山口市総合計画」に基づくまちづくりを着実かつス

ピード感を持って進めるために、国県支出金等の確保や市税等の自主財源の確保、交

付税措置率の高い有利な地方債の活用に努めるとともに、内部管理経費等の削減や事

務事業の見直しに引き続き取り組んでいきます。 

 

○山口市財政運営健全化計画（平成３０～令和４年度）における財政目標 

 

※令和２年度当初予算編成時点 

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

　歳入 902億円　 939億円　 824億円　 839億円　 831億円　 808億円　

　歳出 902億円　 939億円　 849億円　 862億円　 848億円　 825億円　

　収支 0円　 0円　 △25億円　 △23億円　 △17億円　 △17億円　

平成30年度
（実績）

令和4年度
（目標）

 経常収支比率 ９３．３％　　　　　 ９５％未満   　　　 

 実質公債費比率
 （3か年平均）

４．７％　　　　　 ６％未満  　　　  

 将来負担比率 ２３．５％　　　　　 １００％未満 　　　   

 基金残高
 （年度末残高）

２６８億円 １３５億円以上
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（資料 編） 決算の推移 

○決算の推移（平成 26 年度～平成 30 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・過去５年間の収支状況をみると、歳入から歳出を差し引いた「形式収支」は 

１０～１4 億円の黒字となっています。 

・形式収支から繰越事業の財源として翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた 

「実質収支」は７～８億円の黒字となっています。 

 

○歳入決算額の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「市税」については、平成２５年度以降国の経済対策等により景気が緩やかな

回復傾向にあることから、税収が堅調に推移しています。 

・「地方交付税等」については、平成２７年度から合併に伴う財政支援措置であ

る普通交付税の合併算定替が段階的に減少（令和２年度をもって終了）して

いることなどにより、減少傾向にあります。 

 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

 歳入決算額 ① 793億　859万円 825億2,382万円 787億6,662万円 792億2,375万円 805億8,984万円

 歳出決算額 ② 778億5,947万円 812億7,030万円 776億　　86万円 781億3,478万円 793億8,885万円

 形式収支
③

（①-②）
14億4,912万円 12億5,352万円 11億6,576万円 10億8,897万円 12億    99万円

 翌年度繰越財源 ④ 　  6億4,315万円 　  4億8,390万円 　  4億1,059万円 　  3億1,188万円 　  4億5,610万円

 実質収支 ③-④ 　8億　597万円 　7億6,962万円 　7億5,517万円 　7億7,709万円 　7億4,489万円

91 114 109 108 101

0
3 0 4 15

76
88

63
75 83

160

163
164 154 155

205

198

190 184 184

261
259

262 267 268

0

200

400

600

800

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

億円

市税

地方交付税等

国県支出金

市債

繰入金

その他

806億円793億円
825億円
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○歳出決算額（性質別）の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会保障関係経費を中心とする「扶助費」は、増加傾向にあり、少子高齢化

社会の進展などにより今後も増加していくことが懸念されます。 

・市債の返済を行う「公債費」は、過去に公的資金補償金免除の繰上償還を重

点的に行ったことにより、９０億円台で推移しています。 

   ・建設事業などの「投資的経費」は、新山口駅ターミナルパーク整備や地域交

流センターの整備等の大型建設事業の実施により、多額となっています。 

 

○（参考）職員数の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ・平成１８年度から平成 30 年度までに、累計で 168 人の人員削減を行って

います。 
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（資料編） 特別会計の決算額 

 山口市では、国民健康保険特別会計をはじめとする１0 の特別会計があります（平

成３1 年３月末時点）。 

 特別会計の中には、一般会計から仕送り（繰出金等）を受けている会計もあります。 

  

○主な特別会計の歳出決算額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

○主な特別会計への繰出金の推移 
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（資料編） 地方公会計制度に基づく財務諸表 
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（資料編） 用語説明 

○普通会計 

  個々の地方公共団体が設けている各会計区分の範囲が異なっていることなどにより、地方公

共団体間の財政比較や統一的な把握が困難なため、地方財政統計上の統一的に用いられている

会計区分です。山口市の普通会計には、一般会計、土地取得事業特別会計（平成 24 年度決算

まで）、小郡駅前第三土地区画整理事業特別会計の一部（平成 27 年度決算まで）、地域下水道

事業特別会計、特別林野特別会計が含まれます。 
 

○合併特例債 

合併後の市町村が建設計画に基づき、一体性の速やかな確立や、均衡ある発展に資するために

行う公共的施設の整備事業などの財源として発行できる地方債。山口市では、平成 17 年１０月

の旧１市４町の合併について旧合併特例法の規定が適用され、令和２年度まで発行することがで

きます。事業費の９５%に充当でき、元金・利子償還金の７割が地方交付税で措置されます。 
 

○過疎債 

「過疎地域自立促進特別措置法」に基づき、過疎地域に該当する市町村に限り発行が認められ

る地方債。山口市では旧徳地町と旧阿東町地域が対象となります。 

平成１２年度から１０年間の時限法でしたが、令和２年度末まで延長されています。延長前ま

では施設整備などのハード事業にしか充当できませんでしたが、延長によりソフト事業への充当

が可能となりました。事業費の１００％に充当でき、元金・利子償還金の７割が地方交付税で措

置されます。 
 

○財政健全化法 

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」は、昭和３０年に制定された

地方財政再建促進特別措置法に代えて新たに制定された法律であり、平成２１年４月に全面施

行されました。 

「実質赤字比率」、「連結実質赤字比率」、「実質公債費比率」、「将来負担比率」の４つの指標

が一定基準を超える場合に、「財政健全化団体」や「財政再生団体」に指定するという、イエロ

ーカードとレッドカードの２段階構えで財政状況をチェックすることで、早期に財政再建を図

ることができる制度に改正されています。 
 

○地方交付税の合併算定替 

地方交付税を算定する際に、合併後の新しい市で算定される額が、合併前の旧市町村ごとに

算定される額の合算額を下回らないように算定することにより、合併市町村が地方交付税上不

利益を被ることのないよう配慮する制度。 

山口市の合併算定替は、平成 17 年１０月の旧１市４町の合併については、平成２７年度ま

で行われ、その後 5 年間で段階的に縮減され令和２年度をもって終了します。また、平成２２

年１月の旧阿東町との合併については、平成２６年度まで行われ、その後 5 年間で縮減され平

成３１年度をもって終了します。 
 

○山口市の特別会計 

特別会計とは、特定の収入をもって特定の支出に充てるため、一般会計と区別して経理する

必要がある場合に設けられる会計をいいます。 

なお、特別会計は、法律で設置が義務付けられているもの（例：国民健康保険や介護保険等

の特別会計）と、条例を定めて設置するもの（例：駐車場事業の特別会計）に分けられます。 
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平成 30 年 3 月末時点の山口市の特別会計は次のとおりです。 

「国民健康保険特別会計」、「後期高齢者医療特別会計」、「介護保険特別会計」、「介護サービ

ス事業特別会計」、「駐車場事業特別会計」、「簡易水道事業特別会計」、「農業集落排水事業特別

会計」、「漁業集落排水事業特別会計」、「地域下水道事業特別会計」、「国民宿舎特別会計」、「特

別林野特別会計」 

※「農業集落排水事業特別会計」及び「漁業集落排水事業特別会計」については、平成 30

年 4 月 1 日から公営企業会計（下水道事業）へ移行 
 

  


